令和７年度東広島市ＳＤＧｓ活動補助金申込書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和７年５月２０日　
　東　広　島　市　長　　様
　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　 申請者　住　　　　　所　東広島市西条栄町８番２９号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　団体の名称　東広島経営戦略株式会社　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者の職氏名　代表取締役　持続可能　太郎　
　令和７年度東広島市ＳＤＧｓ活動補助金の交付を受けたいので、次のとおり申し込みます。

１　補助対象活動名　　　　地域学生と連携する環境保全活動　　　
２　添付書類
(1) 申込チェックシート
(2) 団体概要
(3) 事業計画書
(4) 収支計画書
(5) 地域団体、学生団体の場合：団体の定款、規約、会則等
　　企業等の場合：会社概要が分かる資料（会社パンフレット等）、登記事項証明書

(6) その他参考資料　（事業内容に関する資料等）
(１)申込チェックシート
	チェック項目
	☑欄

	１
	補助事業の申込または申請をする方は「ＳＤＧｓ未来都市東広島推進パートナー」に登録していますか
	☑

	２
	ＳＤＧｓ未来都市東広島推進パートナー同士の連携した活動ですか 
	☑

	３
	「東広島市内で実施する活動」または「（東広島市外で実施する場合）東広島市のＳＤＧｓ推進に資する活動」ですか
	☑

	４
	申請年度の年度末までに完了する活動ですか
	☑

	５
	取組内容は、原則として、補助期間終了後も自主財源を活用する等、複数年にわたり継続して実施可能なものですか
	☑

	６
	政治的、宗教的の活動ではないですか
	☑

	７
	東広島市の他の補助金の交付を受けていない活動ですか
	☑


○補助対象経費について

※概算予算書の提出、また実際に補助金を使用する際、特に次の点に注意をお願いします。

「対象とならない経費」に該当する支出については、対象外経費として市の補助対象経費外の団体自己負担金等で対応してください。補助対象経費内で支出があった場合、補助金を減額することになります。

※概算予算書の提出時に、詳しい内訳等が記入できない場合は概算で記入いただいても結構です。ただし、補助金申請額（補助対象事業費）の部分は、審査時に参考とさせていただきますので、可能な限り実際に必要となる事業費を記入してください。

※採択団体については、申込時から変更があった場合のみ、補助金交付申請時に再度予算書の提出をしていただきます。
○疑義事項について
　申込内容について疑義が生じた場合、活動主体団体の連絡責任者または連携する団体の代表者へ確認する場合があります。
(２)団体概要
	活動主体となる団体名
	東広島経営戦略株式会社　

	活動主体団体
代表者


	役　職・氏　名　
代表取締役　持続可能　太郎　


	
	住　所（〒739-8601）
東広島市西条栄町８番２９号



	
	TEL：082-420-0917

	
	E-Mail：hgh200917@city.higashihiroshima.lg.jp

	連絡責任者
※代表者と異なる場合に記入


	氏　名　
開発目標　花子



	
	住　所（〒　　　―　　　　）
同上



	
	TEL：同上

	
	E-Mail：同上

	団体のホームページ
	 eq \o\ac(○,有)・無　URL：https://www.○○○○.com/

	団体の設立年月日
	2020年7月17日

	連携する団体
	（団体名）
東広島経営戦略高等学校

	
	（所在地住所）
東広島市西条栄町８番２９号

	
	（代表者役職・氏名）
校長　▲▲　▲▲

	
	（連絡責任者氏名）※代表者と異なる場合に記入
同上

	
	TEL：082-420-●●●●


(３)事業計画書

	活動主体と
なる団体名
	東広島経営戦略株式会社

	活動名
	地域学生と連携する環境保全活動

	活動の内容
	（誰が、誰を対象に、いつ、どこで、どのような内容の活動を、どのような方法で行うのか。また、その活動を継続して実施することで、どのような効果を狙っているのか）

東広島経営戦略㈱が商品製造の過程で発生する廃材を用いて新たな商品を試作体験するイベントを開催する。試作を地元の東広島経営戦略高校の生徒に参加してもらい、高校生の環境学習の一環として経験が可能となる。

	意識する
ゴールと
ターゲット
	（上記内容について、１７のゴールと１６９のターゲットをどのように意識して取り組んでいるか）
（ターゲット4.4）学校では普段の授業では体験ができないものづくりや資源を触れる機会としてイベントを実施する。
（ターゲット8.3）本事業の経験から将来の生徒のやりたいことへ目指すきっかけとする。
（ターゲット12.2　12.5）廃材の効率的な利用、廃棄量の削減につなげる。
（ターゲット17.17）学民の連携事業として互いにメリットのあるイベントとして実施する。

	連携の必要性

又は

連携の効果
	（この活動を実施するにあたり、なぜ連携して取り組む必要があるのか。または、連携して取り組むことにより、どのような効果があるか。）

本事業を地元学生と連携して取り組むことで、ただの廃材を利用した試作イベントで終わるのではなく、環境学習としての教育に寄与し、本イベントでの経験を通じて学生の将来のやりたいことへ目指すきっかけとする機会にもなりうる。地元企業への就職の可能性も広がり、就職による学生流出も防ぐ効果が見込める。

	活動
スケジュール
	４月
	

	
	５月
	

	
	６月
	社内企画協議

	
	７月
	高校協議

	
	８月
	

	
	９月
	

	
	１０月
	イベント広報

	
	１１月
	■■の準備

	
	１２月
	■■の準備

	
	１月
	イベント実施

	
	２月
	

	
	３月
	


(４)収支計画書
	補助対象活動経費の合計（＝Ｂ）
	補助金申請額 
	参考:総活動費の額（＝Ｄ）

	100,000円
	50,000円
	130,000円

	収入の内訳（補助対象活動経費）
	収入項目
	金　　額
	内　　訳

	
	市補助金
	50,000円
	※「補助金申請額」と同じです。

	
	活動の参加者負担金
	円
	

	
	活動への寄付、協賛金等
	円
	

	
	本補助金以外の助成金
	円
	

	
	団体の自己資金
	80,000円
	

	
	その他の収入
	円
	

	Ａ　収入合計
	130,000円
	円

	支出の内訳（補助対象活動経費）
	支出項目
	金　　額
	内　　訳

	
	印刷製本費
	48,000円
	周知用チラシ＠200×240枚

	
	消耗品費
	37,500円
	●●＠100×▲▲個、・・・

	
	賃借料
	10,000円
	会場費＠10,000×1日

	
	食糧費
	4,500円
	飲料代＠150×30人（会議時）

	
	
	円
	

	
	
	円
	

	
	
	円
	

	
	
	円
	

	
	
	円
	

	
	
	円
	

	
	
	円
	

	
	
	円
	

	
	
	円
	

	
	
	円
	

	
	
	円
	

	
	
	円
	

	Ｂ　支出合計
	100,000円
	

	参考：Ｃ　補助対象外経費
	30,000円
	(対象外となる主な内訳を記載してください)

菓子、団体構成員食事等


	参考：Ｄ　総活動費（Ｂ＋Ｃ）
	130,000円
	


· 行が不足する場合は、適宜追加してください。
(５)補助金の交付方法（希望する方に☑を入れてください）
　　　☑　確定払い　　　　　　　　□　概算払い

簡潔で分かりやすい活動名としてください。





１つでもチェックがつかない場合は補助対象外です。





食糧費は内容により補助対象になる場合とならない場合があります。


詳しくは募集要項をご確認ください。





活動に必要でも、補助対象としない（できない）経費について簡単に記入してください。





活動に必要な全体額です。





希望する交付方法に☑を入れてください









